
 

平成 29年１月 26日 

各  位 

                                             会 社 名  東 洋 炭 素 株 式 会 社 

                                      代表者名  代表取締役社長 小西 隆志 

 （コード番号：5310 東証第一部）  

                                          問合せ先   取締役執行役員管理本部長 堤 宏記  

 （ TEL． 06-6472-5811） 

 

 

連結子会社の持分譲渡（子会社の異動）および合弁契約解消 

ならびに特別利益発生に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 29年１月 26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である嘉祥東洋炭素

有限公司（以下、「嘉祥東洋炭素社」という。）の当社持分全てを、合弁相手先である嘉祥県正大

炭素製品有限公司（以下、「正大炭素製品社」という。）に譲渡し、合弁契約を解消することを決

議し、これにともない特別利益が発生する見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

記 

 

1. 合弁契約解消の理由 

 当社と正大炭素製品社は、中国において拡大する黒鉛需要に対応するため平成 17年４月に

嘉祥東洋炭素社を設立し、太陽電池向けを中心とした黒鉛製品の加工および販売を行ってま

いりましたが、市場の縮小や価格競争の激化により近年採算が悪化していることから、市場

動向や事業環境ならびに嘉祥東洋炭素社の将来の収益性を慎重に見積もり協議した結果、合

弁契約を解消することといたしました。 

 

2. 合弁契約解消の内容 

嘉祥東洋炭素社の当社持分全て（持分比率 55.0％）を正大炭素製品社へ譲渡し、合弁契約

を解消いたします。これにより、嘉祥東洋炭素社は当社の連結子会社より除外されます。 

 

3. 合弁会社の概要 

（１）名 称 嘉祥東洋炭素有限公司 

（２）所 在 地 中国山東省済寧市 

（３）代表者の役職・氏名 董事長 詹 国彬 

（４）事 業 内 容 黒鉛・炭素製品の加工および販売 

（５）資 本 金 35,949千人民元 

（６）設 立 年 月 平成 17年４月 



 

（７）大株主および持分比率 当社 55.0％、正大炭素製品社 45.0％ 

（８）上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社は 55.0％出資しております 

人 的 関 係 

当社役員１名が董事長、当社役員１名

および従業員 1名が董事、当社従業員

１名が総経理にそれぞれ就任しており

ます 

取 引 関 係 
当社より素材（半製品）を販売してお

ります 

（９）最近３年間の財政状態 

お よ び 経 営 成 績 

（ 単 位 ： 百 万 円 ） 

平成 25年 12月期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 

 純 資 産 2,757 2,545 1,256 

 総 資 産 3,068 2,687 1,558 

 売 上 高 654 676 500 

 営 業 利 益 △136 △237 △91 

 経 常 利 益 △93 △212 △71 

 当 期 純 利 益 △95 △212 △71 

 

4. 持分譲渡先および合弁解消先の概要 

（１）名 称 嘉祥県正大碳素製品有限公司 

（２）所 在 地 中国山東省済寧市 

（３）代 表 者 趙 風修 

（４）事 業 内 容 
単結晶シリコン製品および半導体製造用黒鉛製品の製造・

加工・販売 

（５）資 本 金 621千人民元 

（６）設 立 年 月 平成９年５月 

（７）直 前 事 業 年 度 の 

純資産および総資産 
譲渡先が非開示のため把握できません 

（８）大株主および持分比率 譲渡先が非開示のため把握できません 

（９）上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 
当社連結子会社嘉祥東洋炭素社に

45.0％出資しております 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者 

への該当状況 
該当事項はありません 

 

5. 譲渡持分および譲渡価格 

（１）異 動 前 の 持 分 55.0％ 

（２）譲 渡 持 分 55.0％ 

（３）譲渡価格（予定） 30,000千人民元（502百万円） 

（４）異 動 後 の 持 分 ０％ 

 



6. 日程 

取締役会決議日：平成 29年１月 26日 

持分譲渡実行日：平成 29年中（予定） 

合 弁 解 消 日：平成 29年中（予定） 

※持分譲渡完了日に合弁解消の予定です。 

 

7. 特別利益の発生および今後の見通し 

当該合弁契約解消にともない、現時点において平成 29年 12月期に 170百万円の特別利益

の発生を見込んでおりますが、現在精査中であり、平成 29年２月 14日に発表予定の同期連

結業績予想に織り込む予定です。なお、平成 28年 12月期連結業績に与える影響は軽微です。 

 

 

以上 

 


